
平 成 ２ ３ 年 １ 月 

有機農業の推進について 

 

 

生産局農業環境対策課 



 １ 有機農業の推進に関する法律の制定 

○ 有機農業を推進するため、超党派の議員立法により「有機農業の推進に関する法律」が平成

１８年１２月に成立。 

○ 同法に基づき、農林水産省では「有機農業の推進に関する基本的な方針」（基本方針）を平

成１９年４月に制定。 

○ 基本方針の策定以降、都道府県に対し推進計画策定の働きかけを行うとともに、基本方針に

定める施策の具体化を図るため、全国における推進体制の整備を推進。 

○ 有機農業の定義（第２条） 

【有機農業】 

 化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組

換え技術を利用しないことを基本として、農業生産に由来する環境へ

の負荷をできる限り低減した農業生産の方法を用いて行われる農業 
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 ２ 有機農業の推進に関する基本的な方針の制定 

国 （基本方針） 都道府県（推進計画） 

○ 基本方針等の作成（第６条、第７条） 

都道府県は国の基本方針に即し、推進計画の策定に努める。 

有機農業の推進に関する基本的な方針 

   平成１９年度からおおむね５年間を対象として、農業者等が有機農業に積極
的に取り組めるようになるための条件整備を進めることに重点をおいて策定。 

有機農業の普及及び推進の目標 

  ① 有機農業の技術体系の確立 

②  有機農業の普及指導体制の整備（全都道府県） 
③ 有機農業に対する消費者の理解の増進 

   （有機農業の取組内容を知る消費者の割合が５０％以上） 
④ 有機農業の推進計画の策定と推進体制の整備 

  （推進計画は全都道府県、推進体制は全都道府県と５０％以上の市町村） 
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事業の詳細については（財）日本農業研究所のホームページにて
ご覧いただけます。 

 
 

 ２－① 有機農業の技術体系の確立 

○国では、平成19年度から２１年度まで「有機農業等指導推進事業」を実施し、有機農業に関する

技術を確立するため、各地に存在する有望な技術の実証試験を行い、成果を提供。 

○本事業の成果は平成２２年度から開始した「有機農業標準栽培技術指導書作成事業」に活用。  

１、有機農家へのアンケートを活用し、 

各地の有機農業技術を収集 

雑草防除 

土づくり 

水稲 
野菜・
畑作 

果樹・
茶 

病害虫防除 

http://www.nohken.or.jp/yuukianketo1.pdf 

http://www.nohken.or.jp/yuukiindex0905.html 

収量の多い農家の調査 

収量の尐ない、品質的に課
題のある農家の調査 

土づくりの年数に応じた土
壌分析調査 

慣行栽培から有機農業への転換を円滑に 

行うための有効な技術の検証 

２、各地の有機農業技術の調査 

３、それぞれの技術に関する検証 

生産の安定している農家の優れている点 

不安定な農家の不足している技術的課題を 

検証し、それぞれの技術についてポイントを解説。 

各地の有機農業技術の検証 

実験農場において露地野菜を対象として 

これまで慣行農法を実施してきたほ場を用い、 

化学肥料、農薬を使用しない有機栽培を開始し 

栽培安定化に向けた諸課題を把握するとともに 

有機農業者が実践する優良な技術等を導入し 

その効果を検証。 

平成19年度より３カ年春夏作、秋冬作の
輪作による栽培実験を実施。 
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 ２－② 有機農業の普及指導体制の整備 

○ 協同農業普及事業の運営に関する指針等において、有機農業等の取組に対する支援を行うことが明記され、都道府県における普及指導体制の
整備に向けた取組と支援が必要。 

（一部抜粋） 

第２ 普及事業活動の基本的課題 

 五 持続可能な農業生産に向けた取組及び農業分野における地  

  球環境対策に対する支援 

   環境負荷の低減に加え、地球温暖化防止、生物多様性保全 

  等の効果が高い農業生産に向けて、総合的病害虫・雑草管理、 

  有機農業等の取組に対する支援を行う。 

   また、地球温暖化に適応する農業生産に向けた取組に対する 

  支援を行う。 

１ 普及指導事業における取組 

○ 協同農業普及事業の運営に関する指針 平成２２年４月９日告示 

２ 普及指導体制の整備 

有機農業を担当する 
普及指導員の配置 

有機農業に関する 
相談窓口の設置 

２１年度 ： ３４ 県 
（１９年度 ： １８ 県） 

２１年度 ： ３２ 県 
（１９年度 ： １８ 県） 

有機農業の普及及び推進の目標 

   有機農業の普及指導体制を全都道府県で整備 
 

更なる体制の整備を推進・支援 

（一部抜粋） 

別紙1  協同農業普及事業において重点的に推進する取組 

 基本的な課題 

持続可能な農業生産に向けた取組及び農業分野における 

地球環境対策に対する支援 

 重点的に推進する取組 

○地域の実態に応じた有機農業の技術体系の確立及び 

 意欲的な農業者による導入に対する支援（普及指導セン 

 ター等における普及指導体制の整備） 

○ 協同農業普及事業の実施についての考え方－ガイドライン－   

  平成２２年４月９日付け生産局長通知 

４ 

 ○ 研修の実施 

平成19年度から国において普及指導員に対し有機農業に関する研修を実施。 

（9研修、215名受講（H19-22年度、H22年度は申込数）） 



○ 有機農業については、「有機農業（オーガニックを含む）」という言葉の認知度はかなり高いが、有機ＪＡＳマークについ
ては、約８割が知らないと回答。また、有機農業の役割に関する認知度では、年齢層で差が見られる。 

○ ９割以上の消費者が環境に配慮した農産物を購入したいと考えており、また、５割以上の消費者が２～３割程度以上高
くても購入したいとの意向を有している一方で、野菜等では特別栽培であっても約４５％が慣行栽培と同程度の価格で取
引をしている現状。 

○ 環境に配慮した農産物の購入及び購入にあたっての価格
に関する意向 

無回答 

0% 

購入したいと

は思わない 

4% 

現在、購入し

ている 

32% 

一定の条件

がそろえば購

入したい 

64% 

同程度なら 

12% 

１割高 

までなら 

31% ２～３割高 

までなら 

36% 

４～５割 

高までなら 

12% 

２倍までなら 

6% 

２倍以上でも 

2% 

（参考） 環境に配慮した農産物を消費する頻度に関する意向 

ほぼ毎日 

（消費したいと思う） 

2～3日に一度は 

週に1回くらいは 

時々（月に1回くらいは） 
0.4  

4.3  

13.7  

35.0  

45.7  

- 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0

1

2

3

4

5

特別なときに 

購入に関する意向 価格に関する意向 

資料：平成１９年度農林水産情報交流ネットワーク事業全国アンケート調査 

「有機農業をはじめとする環境保全型農業に関する意識・意向調査」 

２－③ 有機農業に対する消費者の理解 

○「有機農業」（オーガニックを
含む）という言葉を聞いたこ
とがあるか 

○有機ＪＡＳマークを知っ
ているか 

資料：「有機農業に関する消費者の意識調査報告」（特定非営利活動法人
日本有機農業研究会（平成21年3月）） 

○有機質肥料を使い、化学肥
料も合成農薬も使わない農業 

○安全な農産物を提供する農業 

○虫や病気の害が多い農業 

○品質が良く美味しい農産物を
提供する農業 

○収穫が不安定な農業 

○あなたは「有機農業」に化学肥料、合成農薬を使用しないことに
より、環境への負荷を減らす役割があることを知っていましたか 

20代 30代 40代 50代 60代 合計

よく知っていた 23.6 24.4 33.8 41.0 54.8 31.5

尐し知っていた 44.6 51.4 50.6 52.2 38.3 48.9

知らなかった 31.8 24.2 15.6 6.8 7.0 19.6
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○ 有機農業の推進に関する基本方針において、都道府県には、有機農業の推進計画を定めるよう努めること
とし、同方針の目標として全国の市町村の半数において有機農業の推進体制の整備を行うこととしている。 

○ 有機農業の推進計画の策定状況は、ほぼ計画どおりとなっているが、市町村の体制整備は遅れている状況。 

○  市町村における有機農業推進体制の整備状況 

○ 有機農業モデルタウン整備状況 

資料）農業環境対策課 

○ 都道府県における有機農業推進計画の策定状況 

資料）農業環境対策課 
 

年度 平成１９
年度 

平成２０
年度 

平成２１
年度 

平成２２
年度 

(12月現在) 

目標 

策定都
道府県
数 

 

９ 

 

２９ 

 

３７ 

 

４３ 

４７ 

(全県) 

 

 

 ２－④ 有機農業の推進計画の策定と推進体制の整備 

年度 平成１９
年度 

平成２０
年度 

平成２１
年度 

平成２２
年度 

(4月現在) 

目標 

整備 

市町村
数 

 

６５ 

 

１４８ 

 

１９５ 

 

１９１ 

 

８６０程度 

整備率 

（％） 

 

４％ 

 

８％ 

 

１１％ 

 

１１％ 

 

５０％ 

年度 平成２０
年度 

平成２１
年度 

整備 

地区数 

 

４５地区 

 

５９地区 

○ 産地収益力向上支援事業実施状況 

年度 平成２２
年度 

実施 

地区数 

 

４６地区 

資料）農業環境対策課 

６ 



（単位：件）） 

○ 有機農業の取組について、実績が把握されている有機農産物の格付数量、認定事業者（農家）数はともに増加しているもの
の、国内総生産量に占める有機農産物の格付数量は０．１８％であり、取組は未だ尐ない。 

0.18 % 55,928 t 30,235,500 t 合計 

1.93 % 2,716 t 141,000 t その他の農産物 

1.84 % 1,754 t 95,500 t 緑茶（荒茶） 

0.50 % 1,318 t 262,000 t 大豆 

0.08 % 883 t 1,098,000 t 麦 

0.13 % 11,278 t 8,823,000 t 米 

0.06 % 2,050 t 3,411,000 t 果樹 

0.22 % 35,928 t 16,406,000 t 野菜 

総生産量に 

占める割合 

格付数量 
［国内］ 

総生産量 
［国内］ 

区  分 

○  国内の総生産量と有機農産物の格付数量(平成２０年度） （単位：トン） 

○ 有機農産物認定事業者（農家）の推移 

資料）農林水産省 表示・規格課調べ 

    （JAS法施行規則に基づく登録認定機関からの報告を集計） 

資料）総生産量：農林水産省「食料需給表（概算値）」 
          （緑茶（荒茶）の総生産量は農林水産省統計情報部の公表値） 
    格付数量：農林水産省表示・規格課調べ 

          （JAS法施行規則に基づく登録認定機関からの報告を集計）    

○ 有機農産物の格付数量の推移 

    平成１８年９月 平成１９年３月 平成１９年９月 平成２０年３月 平成２０年９月 平成２１年３月 平成２１年５月 平成２２年３月 

国
内 

生産行程管理者 808 1,704 2,334 2,684 2,793 2,892 3,017 3,142 

（うち有機農産物） 554 1,123 1,509 1,753 1,833 1,915 1,999 2,095 

小分け業者 202 452 612 665 685 714 751 810 

輸入業者 61 120 134 136 142 154 158 154 

計 1,071 2,275 3,080 3,485 3,620 3,760 3,926 4,106 

外国 145 542 937 1,167 1,316 1,438 1,532 1,563 

注1）ＪＡＳ法に基づく登録認定機関から認定を受け、有機JAS規格に基づき生産を行っている事業者数を集計。 
注２）平成18年３月施行の改正JAS法に基づく生産行程管理者数を掲載。 

平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度 平成１８年度 平成１９年度 平成２０年度 

格付数量 

（割合） 
46,192 

(0.16%) 

47,428 

(0.16%) 

48,172 

(0.16%) 

48,596 

(0.17%) 

53,446 

(0.18%) 

55,928 

(0.18%) 

 ３ 有機農業による農産物生産の状況 

７ 



 ４－① 有機農業に対する支援対策（平成２０・２１年度） 

○ 有機農業に対する参入促進、有機農業の振興の核となる地域（オーガニック・モデルタウン）の取組に対する支援等を目的に、平成２０年度から
有機農業総合支援対策を開始。２１年度は第一次補正予算で実施地区を拡大。 

参入促進 

普及啓発 

地域段階 全国段階 

・技術実証ほの設置 

・有機種苗供給・土壌診断の推進 

 （有機農業技術支援センター） 

技術の習得 
販路の確保 

消費者との交流 

経営基盤の安定 

・相談窓口の整 

  備、有機農業者 

   との交流会の 

  開催 

 

・技術情報の収 

  集・提供 

 

・有機農業セミ 

  ナーの開催、 メ 

  ディアを活用し 

  た周知活動 

有機 

（オーガニック）
モデルタウン 

の育成 

有 機 農 業 総 合 支 援 対 策 

・有機農業技 

  術支援セン 

  ターの整備 

・技術交流会 

  の開催 

・販路開拓のた   

  めのマーケティ 

  ング活動 

・農産物のＰＲ、 

  流通販売フェア 

 の開催 

･消費者との交流 

  イベント 

事業実施の状況 

平成２０年度 
（予算額 ４億５，７００万円） 

モデルタウン 

全国４５地区  

施設整備 
（技術支援施設、有機種苗
生産施設、土壌診断施設）
全国２地区（栃木、鹿児

島） 

平成２１年度（当初予算） 
（予算額 ４億５，２００万円） 

モデルタウン 

全国４７地区 

施設整備 

全国３地区（宮城、
群馬、岐阜） 

経済危機対策（補正予算） 
（予算額 ２億円） 

モデルタウン 

全国１２地区 

施設整備 

全国４地区（茨城、
山梨、徳島、熊本） 

８ 



 ４－② モデルタウン事業２年間の成果 

平成２０年度よりモデルタウン事業を２年間継続した４１地区の事例 

○有機農業参入に関する相談件数は事業開始当初より６倍以上の大きな伸びが見られる。 

○有機農業に関する研修参加人数は事業開始前と比較して２年間で１２倍と大きく伸びている。 

○有機農業者は２割以上伸びているものの、２年目の伸びが鈍化している。 

○栽培面積、農産物収穫量とも、１割程度伸びてはいるものの２年目の伸びが鈍化している。 

単位：人 

○平成２０年、２１年の２年間 モデルタウン事業を実施した４１地区の事業効果 

事業効果の検証指標 平成２０年３月   
    ① 

平成２１年３月 平成２１年１２月 
    ② 

２年間の伸び率
（②／①×１００） 

有機農業参入に関する相談件数（開始後の
累計） 

２９２件 ７７２件 １，８３４件 ６２８％ 

有機農業に関する研修参加人数（開始後の
累計） 

６００人 ４，６７０人 ７，１９９人 １２００％ 

有機農業者数 ２，０５７人 ２，３１０人 ２，３２０人 １２８％ 

有機農業による栽培面積 ２，３３９ｈａ ２，４７３ｈａ ２，５０２ｈａ １０７％ 

有機農業による農産物収穫量 １９，４００ｔ ２１，２７９ｔ ２１，３４４ｔ １１０％ 

資料）農業環境対策課 

事業の開始によって有機農業への参入に対する相談、研修などの取組が大きく伸びていることから、農業者
の有機農業への関心が高いことがわかる。一方、農業者数、栽培面積、収穫量は２年目に鈍化傾向が見られ
る。これは参入者の生産の安定、販路の拡大等が課題となっているのではないかとの指摘がある。 

９ 



○ 有機農業推進に向けた産地の販売企画力、生産技術強化等の取組を支援し、販路拡大 

 のためのマッチングフェア開催や全国の有機農業の実態把握を推進。 

                         
                 Ⅰ生産環境総合対策事業 

（有機農業普及・参入促進支援分） 

【１０８百万円】 

Ⅱ 産地収益力向上支援事業
（ソフト） 

【１，６２９百万円の内数】 

Ⅲ 強い農業づくり交付金 
（市町村型） 

【２，１８４百万円の内数】 

○全国段階での有機農業へ 
 の参入促進・普及啓発等  
 の取組を支援します 

・有機農業参入希望者に対する相
談活動や研修受入先の情報提供 
 
・施策説明会を含んだブロック推
進会議の開催 
 
・消費者アンケートや有機種苗の
生産流通利用状況調査を実施 
 
・全国の有機農業の実態把握のた
めの調査や標準的栽培技術の体系
化 

○有機農業に取り組む産地 
 の収益力を向上させる取 
 組を支援します 

【有機農業推進事業】 
・３年間の産地収益力 
 向上プログラムの策定 
・プログラムに基づく取組の支援 
  販売企画力強化（量販店での販売促進  
活動、学校給食への有機農産物の供給 な
ど） 
  生産技術力強化（栽培研修会、有機種
苗交換会 など） 
  人材育成力強化（参入希望者への現地
説明会、新規就農者への技術指導 など） 

 

【全国推進事業】 
・有機農業マッチングフェアの開催 

○有機農業の推進に必要な有 
 機農業技術支援センターの 
 整備を支援します 

・有機農業技術支援センターの整
備 
 
・有機農業に必要な技術の習得、
種苗の供給、土壌分析を行う施設 
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 ４－③ 有機農業に対する支援対策（平成２２年度） 



○ 有機農業推進に向けた産地の販売企画力、生産技術強化等の取組を支援し、販路拡大 

 のためのマッチングフェア開催や栽培技術の体系化の取組等を推進します。 

                         
                 Ⅰ生産環境総合対策事業 

（有機農業普及・参入促進支援分） 

【１０４百万円】 

Ⅱ 産地活性化総合対策事業 
 

【１０，７０４百万円の内数】 

○全国段階での有機農業へ 
 の参入促進・普及啓発等  
 の取組を支援します 

・有機農業参入希望者に対する相 
 談活動や研修受入先の情報提供 
 
・施策説明会を含んだブロック推 
 進会議の開催 
 
・消費者アンケートや有機農産物 
 の流通拡大のための調査を実施 
 
・全国の有機農業の実態把握のた 
 めの調査や標準的栽培技術の体 
 系化 

○有機農業に取り組む産地 
 の収益力を向上させる取 
 組を支援します 

【有機農業推進事業】 
・産地収益力向上プログラムの策定 
・プログラムに基づく取組の支援 
 販売企画力強化 
 （量販店での販売促進活動、学校給食 
  への有機農産物の供給 など） 
 生産技術力強化 
 （栽培研修会、有機種苗交換会 など） 
 人材育成力強化 
 （参入希望者への現地説明会、新規就農 
 者への技術指導 など） 

 

【全国推進事業】 
・有機農業マッチングフェアの開催 

○有機農業の推進に向けた  
 有機農業技術支援センター  
 の整備に際して、融資残の 
 自己負担分を補助し、その 
 導入を支援します 

・有機農業技術支援センター※  
 の整備 
 
※有機農業に必要な技術の習得、種苗  
 の供給、土壌分析を行う施設 
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 ５ 今後の有機農業の推進（平成２３年度概算決定） 
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かごしま有機農業推進協議会 
（鹿児島県鹿児島市他） 

普及活動の一環として、有機農産
物や加工品などを集めた「オーガ
ニックフェスタ」を開催。昨年度は３
万人の来場者を数えました。また、
有機農業の生産者を育成するため
に年８回の公開講座などを開いてき
ました。 

今治市有機農業推進協議会 
（愛媛県今治市） 

「食料の安全性と安定供給体制を
確立する都市宣言」や「今治市食と
農のまちづくり条例」を制定。また、
昭和５８年から有機農産物を学校
給食で使い始めました。毎月２回有
機農業の市民講座も開講されてい
ます。 

山武市有機農業推進協議会 
（千葉県山武市） 

生産者団体「さんぶ野菜ネットワー
ク」を中核に、契約栽培により地域
全体で有機農業を実践するととも
に新規就農者への支援にも力を入
れています。平成２０年環境保全
型農業コンクールで農林水産大臣
賞を受賞。 

津別町有機農業推進協議会 
（北海道津別町） 

津別町有機酪農研究会を中心に、
約３０ｈａで飼料用作物を有機栽
培、日本で初めて有機畜産物でＪ
ＡＳ認証を取得。２５戸中5戸の酪

農家が有機認定農家です。週１
回「オーガニック牛乳」を小学校に
提供しています。 

（平成22年度事業実施地区一覧） 
１ 津別町有機農業推進協議会 
２ 大潟村有機農業推進協議会 
３ 鶴岡市有機農業推進協議会 
４ 遊佐町産地収益力向上協議会 
５ 最上地域有機農業推進協議会 
６ 一関地方有機農業推進協議会 
７ 加美よつば有機農業推進協議会 
８ ＪＡみどりの有機農業推進協議会 
９ 栗原市有機の会 
10 喜多方市環境にやさしい農業推進  
   協議会 
11 やさと有機農業推進協議会 
12 高崎市倉渕町有機農業推進協議会 
13 小川町有機農業推進協議会 
14 北総地区有機農業拡大協議会 
15 山武市有機農業推進協議会  
16 小田原有機の里づくり協議会 
17 やまなし有機農業連絡会議 
18 阿賀野市有機農業推進協議会 
19 白川町有機の里づくり協議会 
20 伊賀有機農業推進協議会 
21 高島有機農業推進協議会 
22 美山有機農業推進協議会 
23 神戸西有機農業推進協議会 
24 コウノトリ共生農業推進協議会 
25 丹波市有機の里づくり推進協議会 
26 小野有機農業推進協議会 
27 宇陀市有機農業推進協議会 
28 那賀地方有機農業推進協議会 
29 田辺市有機農業推進協議会 
30 総社市有機農業推進協議会 
31 食と農のインキュベーション 
   のろＮＯＬＯ有機農業推進協議会 
32 徳島有機農業推進協議会 
33 木頭柚子有機農業推進協議会 
34 今治市有機農業推進協議会 
35 西予市有機農業推進協議会 
36 高知４３９号国道有機協議会 
37 高知ものべ川有機農業推進協議会 
38 赤村有機農業推進協議会 
39 南島原市有機農業推進協議会 
40 「給食畑の野菜」有機農業推進協議 
   会 
41 人吉市有機農業推進協議会 
42 綾町有機農業推進協議会 
43 かごしま有機農業推進協議会 
44 金沢市有機農業推進協議会 
45 コウノトリ呼び戻す農法推進協議会 
46 宇城市有機農業推進協議会 

農林水産省では、産地収益力向上支援事業
（有機農業推進事業）において、地域における
有機農業推進の取組を支援しています。平成
22年度は、全国で46地区を支援しています。 

44 

45 

46 

南島原市有機農業推進協議会 
（長崎県南島原市） 

７つの生産団体、１生協、県、市との
連携・協力のもと、有機農業者（５２
名）を対象としたＪＡＳ制度学習会と
いった知識向上、新規就農者の育
成、消費者との意見交換会、交流
会、生き物調査等を開催しています。 

（参考１） 
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有機農産物・加工食品・畜産物・飼料のＪＡＳ規格の見直し（予定） 

ＪＡＳ規格は尐なくとも５年に１度見直しを行う。 

有機４規格は今年度見直しを実施。 

ＪＡＳ規格の利用実態調査 
（アンケート等により改正意見を把握） 

検討委員会において見直し素案を検討 
（必要に応じて分科会を開催） 

農林物資規格調査会部会で審議 
（公開・意見陳述の機会） 

パブリックコメントの募集・ＷＴＯ通報 

農林物資規格調査会で審議・議決 

改正ＪＡＳ規格を官報に掲載 

ＦＡＭＩＣにおいて実施 

スケジュール 

有機農産物の検討委員会開催実績 

 ・専門家による検討委員会（全４回） 
 ・種苗分科会 

 ・資材分科会 

 ・専門家及び消費者委員による検討会 

２３年３月開催予定 

生産者、流通業者、消費者、学識経験者等 

で構成する委員会で検討 

２３年４月頃～ 

２３年秋頃予定 

ＪＡＳ規格見直しについての資料はＦＡＭＩＣのＨＰに掲載 

http://www.famic.go.jp/event/kentouiinnkai/kekka.html 

 

※FAMIC：独立行政法人農林水産消費安全技術センター 
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 都道府県における有機農業推進計画の策定及び市町村推進体制の整備状況 
  

  

  

               

都道府県名 
都道府県推進計画策定状況 

年月は策定時期 
（平成２２年１２月２０日現在） 

市町村体制整備状況 
（平成２２年４月１６日現在） 

都道府県名 
都道府県推進計画策定状況 

年月は策定時期 
（平成２２年１２月２０日現在） 

市町村体制整備状況 
（平成２２年４月１６日現在） 

整備済市町村数 
割合 

 
整備済市町村数 

 
割合 

 

北海道 ２０年３月 9 5% 京都府 ２２年３月 1 4% 

青森県 １９年１２月 6 15% 大阪府 未策定 0 0% 

岩手県 ２０年１月 3 9% 兵庫県 ２１年４月 13 32% 

宮城県 ２１年１０月 4 11% 奈良県 ２１年３月 1 3% 

秋田県 未策定 1 4% 和歌山県 ２０年３月 3 10% 

山形県 ２１年３月 8 23% 鳥取県 １９年１２月 2 11% 

福島県 ２２年３月 9 14% 島根県 ２０年３月 3 14% 

茨城県 ２１年３月 2 5% 岡山県 １９年７月 22 81% 

栃木県 ２１年３月 2 7% 広島県 ２２年１２月 1 4% 

群馬県 ２２年７月 0 0% 山口県 ２０年３月 1 5% 

埼玉県 ２０年１２月 1 2% 徳島県 ２１年３月 3 13% 

千葉県 ２２年２月 3 6% 香川県 ２１年３月 0 0% 

東京都 ２１年３月 4 6% 愛媛県 ２０年３月 3 15% 

神奈川県 ２１年４月 4 12% 高知県 ２０年５月 10 29% 

山梨県 ２１年３月 0 0% 福岡県 ２１年３月 3 5% 

長野県 ２１年１２月 5 6% 佐賀県 ２１年３月 1 5% 

静岡県 ２１年２月 2 6% 長崎県 ２２年７月 2 10% 

新潟県 ２０年１２月 6 20% 熊本県 ２２年１月 5 11% 

富山県 ２０年５月 0 0% 大分県 ２１年２月 4 22% 

石川県 ２２年３月 2 11% 宮崎県 未策定 3 12% 

福井県 ２１年３月 3 18% 鹿児島県 ２０年８月 7 16% 

岐阜県 ２２年３月 1 2% 沖縄県 未策定 0 0% 

愛知県 ２１年３月 23 40%   
策定済み 43都道府県 191 11% 

三重県 ２１年３月 3 10%   
滋賀県 ２２年１０月 2 11% ※東京都の市町村数の欄は特別区の数を含む。また(  )は農業担当部署 

を有する行政区数。 

※平成２２年４月１日現在の市町村数～１７５０市町村 
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（参考3） 
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